
■開催要領

１．会　場：建設交流館８階グリーンホール

２．日　時：平成１４年１２月１３日（金）１３：３０～１７：００

３．参加者：約１５０名

■講演会

１．挨　拶

関澤　勝一（司法支援建築会議教育普及部会長、日本大学教授）

　東京に次いで建築紛争の多い大阪で第３回目の開催する

ことは大変意義がある。大阪地方裁判所から田中裁判官を

お招きし、大阪での建築紛争の現状を紹介いただくので、

有意義な講演会にしていただきたい。

２．日本建築学会司法支援建築会議の概要

川村　純夫（司法支援建築会議運営委員会委員、大阪市立大学名誉教授）

 司法支援建築会議の目的と近畿支部の活動について概要

の報告を行った。

３．紛争の現状と課題 －大阪地方裁判所における建築裁判から－

田中　敦（大阪地方裁判所第１０民事部裁判官）

　大阪での建築関係事件の現状と特色、紛争処理の現状と

課題について事例を交えて紹介した。

●建築事件の特質としては、契約（書）の関係書類がない、

不明確な事例や契約書の不備な実態が多い。特に追加工

事で契約は曖昧なことが多い。

●建築基準法の用途地域が変わり建替えが必要と判断され

ても、元どおりの建物が建たない場合があり、住宅ロー

ンだけが残ってしまうことがある。

●関係者・当事者が倒産、破産した場合には、請求したも

のが受け取れないことがある。

といった現状で多く見られる例を示し、あわせて平成１３年

４月から１４年８月までの訴訟事件で終結した事件の統計を

紹介した。

①調停で解決する割合が多い（６１%）。
②大阪の訴訟事件は木造一戸建ての対象建物が多い。東京
はＲＣ造のマンションが多い。不法行為に基づく損害賠

償請求が多い。東京は債務不履行が多い。　　　 

③契約内容をめぐる事件は３つのパターンがある。
a契約内容があいまいで不備、不明確な事例

b設計の不備を訴える事件の事例

c瑕疵のある場合、建替えのための損害を認めた判例

　

紛争処理の現状については、大阪地方裁判所には２５の部が

あるが、平成１３年４月に発足した第１０民事部が建築訴訟を

扱っている。地裁は建築関係団体４団体と交流し、調停委

員の派遣、講演会、裁判所での先生の講義勉強会、弁護士

会との３者協議、訴訟委員会への関与などによって、専門

家の意見を反映させている。また、調停の留意事項や鑑定

に関する課題などを紹介した上で、司法支援建築会議とは、

合同で勉強会を実施していること。日々の実践が大切であ

り、裁判所での勉強会や地域ごとの連携が必要と考えてい

ること。今回の講演会は非常に意義深いと考えていること

が述べられた。

４．討論会 －鑑定人・調停委員の役割－

①主旨説明・司会
六車　煕（司法支援建築会議登録会員、京都大学名誉教授）

　建築紛争は問題が専門的になるので、専門家の役割、

心構え、協力と知恵が必要になる。実際に調停、鑑定に

関わっている方に話題提供をお願いしたい。

②裁判官からの要望
田中　敦（前掲）

　鑑定人、調停委員の役割、裁判所が果たすことについ

て紹介があった。

③調停人の立場から
三澤　誠（三澤建築設計事務所）

　調停委員の役割、調停の進め方などについて、事例を

交えて紹介した。特に、調停は思いやりの気持ちを忘れ

ないで、どのように解決していくかを法的な根拠、関連

資料が整合していない場合などは、相手の話によって判

断していくこと。原告の建築主は素人、被告は専門家（建

設会社の工事責任者）が出てきて、被告は詳しく資料を

示して弁論する。このような場合、偏った調停にならな

いように苦労するなどをあげた。

④鑑定作業における留意点と工夫
山本　榮子（山本合同事務所）

　鑑定作業の留意点、進め方などについて、事例を交え

て紹介した。特に、鑑定人は法廷で尋問を受けることが

あり、尋問事項は事前に知らされているが、鑑定人の専

門性を試すような失礼な質問をされることがあること。

調査を進めていくと、鑑定以外の問題が出てくることも

あるが鑑定依頼以外のことは基本的には指摘できないこ

と。当事者に鑑定の中立性、透明性を理解させることが

必要であることなどを指摘した。

　本概要報告は松尾雅夫（安井建築設計事務所）の記録をも

とに作成いたしました。詳しい内容をお知りになりたい場合

は学会事務局にお問い合わせ下さい。

1



を見ていきたい。

●空間性能として重要な「音」

井上　勝夫（日本大学教授）

　マンション購入者の空間性能への関心で「音」

は９８％に及ぶ。しかし、マンションの騒音は住

んでみて初めてわかるものでもあり、事前には

認識し切れないことが調査から明らかになった。

紛争処理支援センターに寄せられる相談も振動

を伴う騒音が高い割合を占めている。今後は性

能表示制度の中で遮音が義務付けられていくこ

とを期待したい。

●紛争の具体例から

加藤　仁美（東海大学助教授）

　住環境を保障する法制度である、建築基準法

は全国一律であり、最低の基準でもある。都市

計画法は用途地域制に構造的な欠陥があること

は周知である。さらに特例措置や規制緩和を受

けて都市空間の乱れを助長している実態もある。

事例をふまえたうえ検討すべき課題をあげ、解

決に向けて提案された。

●景観をどうとらえるか

田中　信義（東京地方裁判所民事２２部総括判事）　

　景観に関する紛争は２２部の担当ではなく、法

律実務家としての考えをお話したい。日照や眺

望に関する先例はあるものの「景観権」を法律

としてどのようにとらえるかは難しい。日照・

通風・プライバシーは受任限度によって判断さ

れるが、景観は国民の共通の理解には至ってい

ない。また従来の法的枠組みに収まりきれない

問題でもあり、他の紛争の解決の要因ともなり

うる。今後の動きを見守りたい。

４.討　論(会場からの質問に応えて)

●地階の容積不算入の問題

山口　昭一（東京建築研究所）

　戸建て住宅で想定されていたこの規定が共同

住宅にも適用を広げたのはおかしいのではないか。

曲げた適用をしているのでは。

→回答：加藤　仁美

　市町村の条例により規制強化を図っているの

が現状である。

●性能表示制度の｢騒音｣について

唐津　敏一（神戸製鋼所）

　性能表示制度で｢騒音｣が選択項目になって

いるのはなぜか。

→回答：井上　勝夫

　全国的な適用は早いという判断。今後は内容

を見直して適用できるようにしていきたい。

　９月２６日（金）１３：３０～１７：００に建築会館ホール

にて１２０名が参加し開催された本講演会＋パネルデ

ィスカッションは、まず、日本建築学会会長の秋山

宏（日本大学教授）より挨拶があり、続いて都市に

おける住宅や居住に関する実態についての基調講演

を受け、都市居住やマンション居住が内在する問題

について、パネリストによる話題提供ののち、現状

の問題点や紛争に至る要因について議論を行った。

司会は教育・普及部会長の関澤勝一（日本大学講師），

まとめ役の副司会は柿崎正義（三友エンジニヤリン

グ専務取締役）である。

１．活動報告

平山　善吉（運営委員会委員長・日本文理大学教授）

　司法支援建築会議の目的と意識をはじめ重要な

役割である調停委員・鑑定人の推薦を行うととも

に、６５０ページに及ぶ「建築紛争ハンドブック」

が間もなく出版される。また、６月に公表された

最高裁判所建築関係訴訟委員会「中間取りまとめ」

について報告された。

２.基調講演

佐藤　滋（日本建築学会副会長・早稲田大学教授）

　地区単位で景観や居住に関するルールが定めら

れていれば、紛争は起こり得ない。景観に関する建

築紛争は「目指すべき都市像」とそれを実現する

ための法律がかけ離れたものであるために起こる

ので、合致させる必要がある。自身が関わってき

た事例の中から、４か所を取り上げ、その合致をど

のように図ってきたかを紹介された。学会では「ま

ちづくり支援建築会議」が設立され、まちづくり

への支援活動も始まった。司法支援とまちづくり

支援を両輪として学会の社会貢献を果たしたい。

３.パネルディスカッション

●区分所有の問題

丸山　英気（千葉大学教授・日本マンション学会会長）

　マンション紛争の変遷を探ると区分所有によ

り問題が発生していることがわかる。都市内に

安く所有権を獲得できる区分所有は優れた制度

ではあるが、共有・共用部分での問題が発生し

やすい。判決の事例を引きながらそれらの問題
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　仮処分申請の結論が出るのが遅すぎるではな

いか。

→回答：田中　信義

　東京地裁民事９部が担当する。あくまでも当

事者間の話し合いによる合意が目指されるため

工事を止めることはできない。

５．まとめ

柿崎　正義

　基調講演・パネリストの発言の要旨をまとめ、

今後は建築に携わる専門家の一層の技術向上によ

り紛争がなくなっていくことの期待を述べた。

●司法支援建築会議の役割

大熊　喜昌（大熊喜昌都市計画事務所）

　今後、都市計画の集団規定にどのように関わ

っていくのか。

→回答：関沢　勝一・佐藤　滋

　司法支援建築会議は東京地裁民事２２部の支援

を中心とする。学会としては蓄積してきた知見

を特別調査委員会の活動などによって社会還元

を考えている。

●仮処分申請とは

本間　章（相互設計事務所）

■開催日：２００３年９月２６日（金）１３：３０～１７：００

■参加者：１２０名

■アンケート回収：３３名（２７.５％）

１．会員、会員外の別

会員…２４名　会員外…５名

ＣＰＤ登録メンバー…２名　無記名…２名

２．職種について

●研究教育…２名

●設計事務所…１２名

　（建築設計７名、構造設計２名、その他３名）

●総合建設会社…５名

　（技術開発１名、工事管理１名、その他３名）

●積算・見積ほか…８名（住宅メーカー２名、

●コンサルタント４名、材料・機器メーカー２名）

●その他…４名　●無記名…２名

３．講演会テーマの希望について

● 建築紛争の判例事例の紹介…６件

●法制度（基準法及び品確法）と建築紛争…２件

●地方都市の都市居住を巡る建築紛争…２件

●法改正と建築紛争の行政の取り組み…２件

●同テーマで数事例に絞り具体的に紛争のきっ

かけと経過について

●今回のテーマで「事業者と近隣」「事業者と

購入者」「居住者間」

●建築紛争をなくすにはどうしたらよいか（予

防）。

●建築設計・施工：作る立場と居住者（ユーザ

ー）の立場から見た建築紛争

●建築紛争の実例集とその解決プロセスの説明会

●会議会員の実施した業務事例を基に問題点の

整理と業務手順のマニュアル整備への展望

●構造、材料・施工、設備、設計等についての

専門分野ごとの事例について

●学会規準、仕様書の位置づけ

●不具合現象と瑕疵、その判断方法について

●日照問題、天空光問題

●地区計画の適用，拡大範囲のよい面，悪い面

の事例，問題

●欠陥建築とマスコミ

４．建築学会に対しての意見

●支援会議は「社会貢献」の良い例であり活動

を継続されたい…４件

●紛争予防のための社会的ＰＲの推進…２件

●法制度の不備によって建築紛争が発生、現状

に問題があることも指摘してゆく必要がある

…２件

●紛争実態の調査・分析

●学会と裁判所との連携を望む

●都市環境問題は市民・消費者サイドからの観

点からの発言も必要

５．司法支援建築会議に対して

●有意義な活動なので是非継続すべき…７件

●支部での講演会活動を要望する…３件

●紛争と司法判断の情報開示（事案についてリア

ルタイムで情報が開示できると良い）…２件

●実務の現状を踏まえた活動

●調停委員に対する情報交流の場が必要

●定期的な能力開発情報の提供，小セミナーの開催

●実例の内容と今後の紛争傾向についての情報

●紛争問題点の把握、内容の分析

●設計・施工上の注意点

●法制度の不備整理と改正等の作成
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推薦調停委員
（東京、大阪、横浜他全地裁含む）

　　４５

　　６２

　　４１

　　５５（ほぼ再任者）

年

２０００年

２００１年

２００２年

２００３年

推薦鑑定人

　  １２

　  ３３

　  １８

　 ０９

（注１）鑑定人、調停委員とも再任者を含む
（注２）日本建築学会と裁判所との鑑定人、調停委員推薦のスキ－ムにつ
　　　　いては、同封司法支援建築会議パンフレットを参照下さい。

最高裁判所建築訴訟関係委員会では、かねてから建築紛争事

件の運営に関する共通的な事項を調査について審議してまい

り、２００３年６月に「中間取りまとめ」を公表しました。

本会司法支援建築会議でも，同取りまとめに協力してきたこ

とから、建築雑誌２００３年９号（Ｐ１０８～Ｐ１１４）に全文を掲

載し広く会員に周知致しました。

建築界と法曹界との関係，建築紛争と紛争解決・予防のため

の方策について、東京地裁・大阪地裁における事件統計など

が記載されておりますので是非ご一読願います。

２０００年６月に当会議を設置後、最高裁判所からの依頼を受け、

登録会員の中からこれまで多くの鑑定人、調停委員を推薦し

てまいりました。会員の皆様のご協力に対し厚くお礼申し上

げます。

これまでの推薦人状況については次の通りです。

交流部会では司法当局との交流の一環として建築訴訟研究会

を合同で開催している。

会報Ｎｏ．２（２００２年３月発行）では１回～７回まで報告し

てあるが，その後開催した概要を報告する。

●第８回（２００２．３）

山本康弘（東京工芸大学教授）が「日本建築学会の各建築

工事標準仕様書（ＪＡＳＳ）」の概要について解説。

（その１）

●第９回（２００２．６）

山本康弘（東京工芸大学教授）が「日本建築学会の各建築

工事標準仕様書（ＪＡＳＳ）」の概要について解説。

（その２）

●第１０回（２００２．９）

井上勝夫（日本大学教授）が「住宅の遮音性能を巡る諸問

題」として住宅騒音の態様，遮音に関する各種基準・騒音

測定法等を中心に解説。

●第１１回（２００２．１０）

関沢勝一（日本大学教授）が「バリア－フリ－」について、

国連障害生活環境専門家会議報告書（１９７４年）の解説。

●第１２回（２００２．１１）

小林理市（オリエントインダストリ－）が「秋住事件（秋

田地裁）の鑑定を経験して」の報告。

●第１３回（２００２．１２）

坂本　功（東京大学教授）が「木造住宅の構造に関する設

計・施工の現状」として木造住宅の構法，木造の特徴、木

造住宅の品質等々について解説。

●第１４回（２００３．２）

鈴木秀三（職業能力開発総合大学校教授）が「木造住宅の

瑕疵を構造安全性の観点から考える」について報告。

●第１５回（２００３．３）

難波蓮太郎（元工学院大学教授）が「タイル・石・モルタ

ル等の浮き、剥離について」の解説。

●第１６回（２００３．６）

平野道勝（元東京理科大学教授）が「鉄骨構造の設計と施

工の現状」の解説。

●第１７回（２００３．９）

藤井　衛（東海大学助教授）が「基礎地盤の性能評価」に

ついて解説。

●第１８回　（２００３．１１）

鶴田　裕（元大成建設）が「雨漏りの歴史について」の解説。

かねてより鋭意作成中でありました、「建築紛争ハンドブック」

が刊行となりました。（詳細は同封チラシをご参照下さい）

　　　　　　　　　　　　　記

登録メンバー特別価格＝13,500円（税別） 

定価15,000円の１割引（送料無料）

■お申込方法：同封の注文書ににて丸善あてFAXもしくは

郵送にて直接御申込みく ださい。

■お届け方法：ご指定のお届け先へ宅配便にてお送り致しま

す。（送料は丸善が負担）

■お支払方法：請求書と専用振込用紙が同封されますので、

代金は丸善宛お振込みください。

■申込み期限：２００４年１月末日まで

注）本特価の適用は，同封の注文書にて下記あて直接申し込

まれたものに限ります。一般書店（丸善の本・支店含む）で

は取扱いできませんのでご注意願います。

＜本件に関するお申込み、お問合せ先＞

丸善�出版事業部第一営業部〔担当：片桐〕

〒103-8245　東京都中央区日本橋2-3-10　

TEL.03-3272-3521／FAX.03-3272-0693

【編　集】　司法支援建築会議運営委員会教育・普及部会

部会長　関澤　勝一

委　員　宇於崎勝也　柿崎　正義　桑原　淳司

【表紙デザイン】　桑原　淳司

【発行所】 〒１０８－８４１４東京都港区芝５－２６－２０

　　　　　社団法人　日本建築学会　司法支援建築会議

【発行人】　秋山　宏

Tel０３－３４５６－２０５１　Fax０３－３４５６－２０５８

http://www.aij.or.jp/aijhomej.htm　E-mail:shiho@aij.or.jp
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